
◎電波法及び有線電気通信法の一部を改正する法律 
（平成一六年五月一九日法律第四七号）   

一、提案理由（平成一六年四月一日・衆議院総務委員会） 

○麻生国務大臣 電波法及び有線電気通信法の一部を改正する法律案につきまして、そ

の提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 我が国が、経済の成長力を取り戻し、豊かな国民生活を実現するためには、我が国の

社会経済システムの活性化を進めていくことが重要であります。特に、リーディング産

業としてのＩＴ分野におきましては、有限かつ希少な電波を、大胆かつ迅速に、ニーズ

の高い分野に再配分し、無線を活用した新たなビジネスを開花させることが必要であり、

そのための措置を講ずることが喫緊の課題となっております。これに積極的にこたえる

ため、電波の有効利用を一層促進するための制度整備等を図ることによって、世界最先

端の無線ネットワークの構築を実現し、強靭で活力に満ちた日本経済の再生を目指すこ

とを目的といたしまして、今般、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、電波の利用状況の評価結果に基づき、原則として五年間に満たない期間内で

既存無線局の使用する周波数につきまして使用期限を定める場合に、その使用期限まで

に周波数の指定の変更申請等しようとする免許人等に対して、使用期限の早期の到来に

より通常生ずる費用に充てるための電波利用料を財源とする給付金を支給等する制度を

新設いたします。あわせて、その周波数を新たに使用する免許人その他の無線局の開設

者等は、一定期間、追加的な電波利用料を国に納めなければならないこととする等所要

の措置を講ずることといたしております。 

 第二に、他の無線局への混信を防止する機能を有する無線局につきまして、その開設

に関する規制を、総務大臣の免許にかえて登録とする制度を新設いたします。あわせて、

登録を受けた無線局に対する監督規定等を整備することといたしております。 

 第三に、サイバー犯罪に関する条約の締結に向けた国内法の整備として、暗号化され

た無線通信を傍受して、その秘密を漏らしまたは窃用する目的で、その内容を復元する

行為及びその未遂並びにこれらに対する国外犯を処罰する措置を講じます。あわせて、

有線電気通信の秘密侵害罪及びその未遂罪に対する国外犯を処罰する措置を講ずること

といたしております。 

 第四に、電気通信業務用無線局に係る伝搬障害防止区域内において建築する一定の高

層建築物等の建築主に対する工事制限期間を三年間から二年間に短縮することといたし

ております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うことといたしております。 

 なお、この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行することといたしておりますが、無線局の登録制度の新設に関する改正規

定は公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から、サイバ



ー犯罪に関する条約の締結のための罰則規定の新設に関する改正規定は同条約が日本国

について効力を生ずる日から施行すること等といたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成一六年四月一六日） 

○佐田玄一郎君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、総務委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、内閣提出の電波法及び有線電気通信法の一部を改正する法律案について申し上

げます。 

 本法律案は、電波の再配分に関する給付金制度を設けるほか、一定の無線局の開設に

ついて登録制度を導入する等の措置を講じようとするものであります。 

 以上の三案につきましては、去る三月三十一日に内閣提出の法律案が、四月一日に武

正公一君外四名提出の二法律案が本委員会に付託され、同日麻生総務大臣及び提出者武

正公一君からそれぞれ提案理由の説明を聴取し、六日一括して質疑に入り、十三日これ

を終局いたしました。次いで、武正公一君外四名提出の通信・放送委員会設置法案につ

いて内閣の意見を聴取した後、三案を一括して討論を行い、採決に入りました。まず、

武正公一君外四名提出の二法律案について順次採決いたしましたところ、両案はいずれ

も賛成少数をもって否決すべきものと決しました。次いで、内閣提出の法律案について

採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、内閣提出の法律案に対し附帯決議を付すことに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月一三日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の各項の実施に努めるべきである。 

一 電波の再配分にかかる給付金は、公正かつ合理的な方法を用いて算定するとともに、

給付金支給の実施状況を明らかにする等制度の透明性の確保に努めること。 

二 電波の再配分に当たっては、既存の免許人への経済的な影響等に加え、当該免許人

からサービスの提供を受けている利用者への影響についても配慮すること。 

三 電波利用料制度については、制度創設時に比べて電波利用をめぐる環境が大幅に変

化していることにかんがみ、電波利用の拡大や利用形態の動向等を踏まえ、電波の経

済的価値を反映することも含め電波利用料の新たな算定方法等その在り方について早

急に結論を得ること。 

四 電波の逼迫状況を解消するため、電波の再配分のみでなく、未利用周波数帯の開拓

等の技術開発を含め、電波の有効利用に引き続き取り組むこと。 

三、参議院総務委員長報告（平成一六年五月一二日） 



○景山俊太郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、電波の有効利用を促進し、デジタル無線通信システムの円滑な導入を図

るため、電波の迅速な再配分により周波数の使用期限が早期に到来する既存免許人に対

して電波利用料を財源として給付金を支給する制度を設けるとともに、一定の無線局の

開設について登録制度を導入するほか、サイバー犯罪に関する条約を踏まえて無線通信

及び有線電気通信について罰則規定の整備を行う等の措置を講じようとするものであり

ます。 

 委員会におきましては、中長期的な電波の再配分方策、給付金支給制度における費用

負担の在り方、電波利用料制度見直しの必要性等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し七項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月一一日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の各項の実施に努めるべきである。 

一、電波の再配分に係る給付金は、公正かつ合理的な方法を用いて算定するとともに、

給付金支給の実施状況を明らかにする等制度の透明性を確保すること。 

二、電波の再配分に当たっては、既存の免許人への経済的な影響等に加え、当該免許人

からサービスの提供を受けている利用者への影響についても配慮すること。 

三、無線局の登録制度導入に当たっては、異なる無線システム間に混信等が生じないよ

う万全を期すとともに、万一混信等が発生し事後措置等を講じる場合においても、電

波利用が促進されるよう配慮すること。 

四、電波利用料制度については、制度創設時に比べて電波利用をめぐる環境が大幅に変

化していることにかんがみ、電波利用の拡大や利用形態の動向等を踏まえ、電波の経

済的価値を反映することも含め電波利用料の新たな算定方法等その在り方について早

急に結論を得ること。 

五、電波の逼迫状況を解消するため、未利用周波数帯の利用技術や共同利用システム等

の研究開発を含め、電波の有効利用に一層取り組むこと。 

六、電波が国民生活に密着したものとなっていることにかんがみ、電波の人体への影響

等の研究、不法電波対策及びネットワークセキュリティの確保を推進するなど安心で

安全な電波利用環境の整備に努めること。 

七、無線システムを更に活用するなど、過疎地域等における高速・超高速インターネッ

トアクセス網の環境整備を一層進めること。また、身体障害者、高齢者等の日常生活

の利便向上に資する電波利用システムの普及促進に努めること。 

  右決議する。 


